


はじめに

長野県の中南部に位置する原村は、八ヶ岳の西麓に位

置し、信州で最も首都圏に近い村です。緑と光の織りな

す美しく豊かな自然環境はここに住む私たちにうるお

いと安らぎを与え、澄み切った空気と晴天率の高さは地域住民だけでなく全国

の天文ファンにも美しい星空を提供してくれます。山岳部には豊かな山林が広

がり、山麓部は別荘やペンションが数多く建て並ぶ高原リゾート、平坦部は高

原野菜の栽培を中心とした農地となっており、特にセルリーの生産高は夏場日

本一を誇ります。

原村地域新エネルギービジョンでは、自然エネルギーやごみとして処理して

いたものを資源として利用するリサイクルエネルギーの賦存量や活用の可能

性を検討し、地球温暖化対策やエネルギーの安定供給を目指しております。

第４次原村総合計画の目標のひとつである「人と自然を大切にした住みよい

村づくり」に向けて原村地域新エネルギービジョンをお示しできることは大変

意義深いことと考えます。地域特性を踏まえた新エネルギーの導入促進が、人

と自然が共生する居住環境を子供たちにつないでいくこととなるよう願って

やみません。

終わりに原村地域新エネルギービジョン策定にあたり、策定委員会委員長を

お務めいただいた諏訪東京理科大学の谷辰夫教授をはじめとする委員のみな

さん、ご意見をくださった地域の方々、オブザーバーとしてご助言をいただい

た関東経済産業局、ＮＥＤＯの担当職員及び本ビジョン策定に携わった全ての

関係者に心から感謝申し上げます。

原村長 清 水 澄
きよし
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は、環境教育・啓発活動により住民の協力を得て、リサイクルシステムを確立する。

③ 住民参加による地域一体感の醸成

太陽光エネルギーやクリーンエネルギー自動車などの新エネルギー設備を住民の間

に広く導入促進し、新エネルギーの重要性の認識を深める。合わせてリサイクル活動へ

の参加を通して地域の一体感を醸成する。リサイクル活動には高齢者から子供達まで参

加し、新エネルギーを核とした世代間交流を促進し、地域全体の活力を生み出す。

原村地域新エネルギー導入の基本理念

》》》 人々が支える田園リサイクルのむら 《《《

新エネルギー導入の基本方針

●魅力ある田園のむらづくり

新エネルギーによる暮らしの環境保全

豊かな環境で郷土愛を醸成

地域イメージの向上

原村を訪れる人々との交流促進

菜の花などの栽培による景観形成

●地域資源の有効活用

間伐材・農業廃棄物・畜糞・廃食用油・生ごみなどの活用

環境教育・啓発活動による住民協力

リサイクルシステムを確立する。

●住民参加による地域一体感の醸成

太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ･ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車などを住民に導入促進

住民参加を通して地域の一体感を醸成

世代間交流の促進

新エネルギーの導入

リサイクルシステムの確立

環境教育・啓発活動
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１－７ 長野県における温室効果ガスの総排出量と防止へ向けた取り組み

(1) 長野県における温室効果ガスの総排出量

平成 15 年度の長野県における温室効果ガス総排出量は 1, 787 万トン（CO2換算）で、長野県

地球温暖化防止県民計画の基準年度である平成 2年度と比べ 15. 3％増加しており、全国の温室

効果ガス総排出量の同時期の伸び率 8. 3％より高い伸び率を示している。 

伸び率は高いものの、県民一人当りの排出量は 7. 8 トンであり、国民一人当りの排出量 10. 5

トンを下回っている。 

 

CO2排出量の比較

平成2年度
基準年度 基準年比 前年比

長野県の総排出量　（千ｔ） 15,505 18,341 17,826 18,266 17,876 115.3% 97.9%
うちCO2 13,714 16,745 16,391 17,035 16,659 121.5% 97.8%

全国の総排出量　（千ｔ） 1,237,000 1,336,200 1,301,400 1,330,000 1,339,100 108.3% 100.7%
うちCO2 1,122,300 1,239,000 1,213,600 1,247,800 1,259,400 112.2% 100.9%

県民1人当り（ｔ） 6.94 8.28 8.03 8.02 7.85 113.1% 97.9%
うちCO2 6.11 7.56 7.38 7.47 7.30 119.5% 97.7%

国民1人当り（ｔ） 10.00 10.50 10.30 10.40 10.50 105.0% 101.0%
うちCO2 9.08 9.76 9.56 9.79 9.87 108.7% 100.8%

伸び率平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

資料：「2003 年度（平成 15 年度）の温室効果ガス排出量の試算について」長野県 

 

長野県の温室効果ガス排出量の部門別構成では、全国と比較して、運輸部門および民生家庭

部門での構成比が高い。CO2の排出量では、基準年度比で 21. 5％の伸び率となっている。特に、

事務所・商業施設等が主体である民生業務部門 28％および一般家庭である民生家庭部門 26％の

伸び率が大きい。 

 平成 12 年度以降 4年間の CO2排出量は横ばいであり、平成 13 年度は前年度比 2. 2％減少し

たが、平成 14 年度には前年度比 2．6％と増加し、平成 15 年度にはまた前年度比 2. 2％減少す

るなど、増減を繰り返している。 

部門別に伸び率をみると、産業部門では微増、運輸部門は減少傾向であり、民生部門は増減

を繰り返している。 

 

部門別温室効果ガス排出量の構成

   資料：「2003 年度（平成 15 年度）の温室効果ガス排出量の試算について」、長野県 
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長野県温室効果ガス排出量の推移

資料：「2003年度（平成 15年度）の温室効果ガス排出量の試算について」、長野県

長野県温室効果ガス排出量の推移
（千ｔ）

平成2年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 伸び率
基準年度 基準年比 前年比

産業部門 5,017 5,717 5,524 5,734 5,875 117.1% 102.5%
運輸部門 3,693 4,778 4,683 4,596 4,417 119.6% 96.1%
民生業務 2,085 2,641 2,507 2,752 2,682 128.6% 97.5%
民生家庭 2,755 3,427 3,486 3,761 3,494 126.8% 92.9%
廃棄物 159 178 187 188 187 117.6% 99.5%
エネルギー転換 5 4 4 4 4 80.0% 100.0%

合　計 13,714 16,745 16,391 17,035 16,659 121.5% 97.8%

資料：「2003年度（平成 15年度）の温室効果ガス排出量の試算について」、長野県

(2) 長野県地球温暖化防止県民計画

長野県では前述のように CO2 排出量を把握するとともに、地球温暖化防止への取り組みとし

て、長野県地球温暖化防止県民計画（減
げん

CO2
こ つ

プラン）を定め事業推進している。

同計画では、省エネルギーに加えて新エネルギーの導入、地球温暖化防止対策の推進体制、

新たに制定される長野県地球温暖化防止対策条例（仮称）についての行動規範などが示されて

いる。

【長野県地球温暖化防止県民計画（減 CO2プラン）の概要】

○温室効果ガス排出量削減目標

今回目標：2010年度までに 1990年度比 6%削減

（電力削減効果は火力基準、森林吸収量はカウントしない）

中期目標：2030年度までに 1990年度比 30%削減

最終目標：2050年度までに 1990年度比 50%削減
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イラスト出展：『地球温暖化活動推進のためのワークショップテキスト』内山二郎著
        社団法人長野県環境保全協会 長野県地球温暖化防止活動推進センターより

○長野県の温室効果ガス排出量将来予測

長野県の予測では、地球温暖化の原因とされている温室効果ガスの排出量は、1990

年度に対して、2000年度では日本全体で 8.0％増加しており、長野県では、それを大き

く上回る 15.2％の伸びを示している。こうしたことから、目標達成のためには一日も

早い取組みが必要である。

長野県の温室効果ガス排出量予測

      

長野県の地球温暖化対策推進体制
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第２章 原村の地域特性

２－１ 地勢・自然条件

(1) 土地利用状況

長野県の中南部に位置する原村は、八ヶ岳の西麓に位置し、東西に広がる地形である。村の

西側から東側に登り傾斜となっており、傾斜の状態によって、西部の平坦部、中央部の山麓部、

東部の山岳部に分かれる。

平坦部には、高原野菜を中心とした農地が広がる。山麓部は豊かな自然を背景とした高原リ

ゾート地であり、別荘やペンションが多数建てられている。山岳部には山林が広がり、一部は

八ヶ岳中信高原国定公園に指定されている。

村の面積は 43.25km2あり、東西 16.2km、南北 5.9kmの東西に広がる地形の地目面積は、農地

が 30.5％（田 16.4％、畑 14.1％）を占め、原野 19.5％、山林 6.9％、宅地 7.1％となっている。

36.0％あるその他の地目には、道路および国定公園等が含まれ、実際の山林面積はさらに広く

山林と原野を合わせると約 40％と見積もられる。

地目別面積の推移をみると、原野から宅地への転換が認められるが、それ以外の地目に大き

な変化はなく安定している。

原村位置図

    資料：原村ホームページ

地目別面積 （平成 17年）
（ha）

田 畑 宅地 山林 原野 その他 計
710 610 307 300 842 1,556 4,325

16.4% 14.1% 7.1% 6.9% 19.5% 36.0% 100.0%
注：「その他」は雑種地、保安林、墓地、河川敷、用悪水路、公衆用道路など。

資料：固定資産概要調書、原村
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地目別面積の推移
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     資料：固定資産概要調書、原村

(2) 気 象

平年値の気象データは、12月から 2月にかけて平均気温が零下となる。夏期の気温も比較的

冷涼であり、平均気温が 20℃を超える月は 7月と 8月の 2ヶ月間である。

降水量は、比較的少なく、月間降水量が 200mmを超えるのは 9月だけであり、冬期の降水量

は 100mm となっている。積雪データはアメダスデータにないが、県内他地域に比べて積雪は少

ない。これらのデータは、冷涼な高原地の気候であることを示している。

気象データ （平年）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月
降水量（㎜） 45.4 56 106 102 113.2 165.2
平均気温（℃） -3.1 -2.9 1.2 7.7 12.8 16.9
最高気温(℃） 1.8 2.2 6.6 13.9 18.7 21.8
最低気温(℃） -7.7 -7.9 -3.8 1.9 7.3 12.7

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 全年
降水量（㎜） 157.7 131.9 208.8 103.1 77.8 31.6 1298.5
平均気温（℃） 20.4 21.4 17.1 10.7 5.2 -0.2 8.9
最高気温(℃） 25.2 26.6 21.8 16.2 10.8 5.0 14.2
最低気温(℃） 16.5 17.4 13.4 6.2 0.4 -4.8 4.3       
注：平年は、過去 30年間の平均値。

資料：原村アメダスデータ、気象庁気象データ （平年）
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資料：原村アメダスデータ、気象庁

２－２ 社会環境

(1) 人口・世帯数

総人口は増加を続けており、平成元年 6,547人から平成 16年 7,429人へ、882人の増加とな

った。世帯数も同様に増加しており、平成元年 1,737世帯から平成 16年 2,376世帯へ、639世

帯の増加となった。

人口増加を人口動態からみると、死亡から出生を引いた自然減を、転入から転出を引いた社

会増が上まわり、人口増加の要因となっている。

年少人口（14歳未満）、生産年齢人口（14歳～64歳）、老年人口（65歳以上）の三区分別の

人口構成は、老年人口の増加と、それに対照的な年少人口の減少となっている。生産年齢人口

は 60％台の微増となっている。

人口・世帯の推移
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     資料：毎月人口異動調査、原村
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人口動態の推移
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       資料：毎月人口異動調査、原村

人口動態の推移

(人)
平成 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

自然増減 16 9 11 -2 -7 -1 8 -20 -5 -8 -12 -26 -13 -19 -14 -31
社会増減 59 6 61 97 112 172 25 46 88 96 30 55 121 10 62 86
その他増減 4 2 -2 3 4 4 8 4 5 3 10 10 3 7 1 -

計 79 17 70 98 109 175 41 30 88 91 28 39 111 -2 49 54

資料：毎月人口異動調査、原村

三区分人口構成の推移
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      注：年少人口は 14歳未満、生産年齢人口は 15歳から 64歳、老年人口は 65歳以上。
      資料：毎月人口異動調査、原村
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(2) 事業所数・従業者数

事業所・企業統計調査における事業所数では、三次産業が最も多く、昭和 50年の 136から平

成 13年の 284へ増加している。二次産業は昭和 50年の 87から昭和 61年の 116まで増加して

きたが、その後は横ばいとなっている。一次産業では、事業所としての生産組織は数少なく、1

から 3の間を増減している。

国勢調査の産業別就業者数では、一次産業は減少し、二次産業と三次産業が増加している。

一次産業は昭和 40年の 2,628人から平成 12年の 1,434人へおよそ半減したが、二次産業は昭

和 40 年の 507 人から平成 13 年の 1,162 人へ倍増し、三次産業は昭和 40 年の 524 人から平成

13年の 1,731人へ 3倍以上の増加となっている。この結果、産業別の就業者構成は、一次産業

では 71.8％から 33.1％まで減少し、二次産業は 26.9％へ増加、三次産業は 40.0％へ増加して

もっとも多くなった。

産業別事業所数

3 2 2 1 3 1 1

87
98 102

116 115 120 116
136

169

224
240 233

268
284

0

50

100

150

200

250

300

昭和50年 昭和53年 昭和56年 昭和61年 平成3年 平成8年 平成13年

一次産業
二次産業
三次産業

        資料：事業所・企業統計調査、経済産業省

産業別就業者数

（人）

一次産業 二次産業 三次産業 合　計

昭和40年 2,628 507 524 3,659

昭和45年 2,258 813 616 3,687

昭和50年 1,894 992 768 3,654

昭和55年 1,736 1,090 1,091 3,917

昭和60年 1,686 1,144 1,170 4,000

平成２年 1,586 1,127 1,315 4,028

平成７年 1,516 1,111 1,595 4,222

平成12年 1,434 1,162 1,731 4,327
          資料：国勢調査、経済産業省
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産業別就業者数の構成
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昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成２年

平成７年

平成12年

一次産業
二次産業
三次産業

            資料：国勢調査、総務省

(3) 農業の現況

原村の基幹産業である農業では、全国的な傾向と同様に、農家人口（農家の世帯員数）、農家

数ともに減少している。昭和 50年から平成 12年までの間の減少率は、農家人口が 24.1％、農

家数が 26.2％であり、同期間の全国値の減少率、農家人口 54.9％、農家数 37.0％に比べて、

小さな値である。

品種別の作付面積では、高原野菜を中心とする野菜類が 361.6haでもっとも広く 49.4％とほ

ぼ半数を占めている。以下には稲が 289.5haで 39.5％であり、この 2品種で作付面積の 88.9％

を占める。

農家人口・農家数の推移

4,981 4,832 4,765
4,428

4,070
3,782

1,017 924 873
1,1581,183 1,126
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年

(人、戸)

農家人口
農家戸数

         資料：農業センサス、農林水産省
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品種別作付面積（平成 12年）

（ha）

289.5 18.3 2.6 361.6 45.7 3.4 10.9 732.1
39.5% 2.5% 0.4% 49.4% 6.2% 0.5% 1.5% -

花卉類・
花木

種苗・
苗木類 その他 合計稲 雑穀 いも類 野菜類

資料：農業センサス、農林水産省

(4) 自動車登録台数

村全体での登録自動車台数は 8,953台であり、軽自動車が 3,410台、乗用車が 2,856台と多

い。小型特殊には農耕作業車が多数含まれると思われる。バス、貨物、特殊用途車、小型特殊

には、軽油を使用するディーゼルエンジン車が多いと思われ、使用燃料の BDF への転換が期待

される。

公用車は 59 台であり、軽自動車 19 台、特殊用途車（消防用車両等）15 台、乗用車 14 台と

なっている。

自動車保有台数 （平成 16年）

(台)
車　種 総台数 公用車

バス　ﾏｲｸﾛﾊ ｽ゙を含む 19 1
貨　物 804 9
乗用車 2,856 14
特殊用途車 60 15
軽自動車 3,410 19
自動二輪　250以上 123 0
二輪　125～250 149 0
原付自転車　125未満 565 0
小型特殊 967 1

合計 8,953 59

          資料：諏訪地方事務所、原村
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２－３ エネルギー消費の現状

(1) エネルギー消費の現状

地域エネルギー消費量は、下表の分野ごとにエネルギー種類別の消費量を推計する。

全国のエネルギー消費量は、総合エネルギー統計（日本エネルギー経済研究所）の最終エネ

ルギー消費の値（平成 14年度）を用いる。

調査の対象とした業種 除外した業種

家庭 一般家庭（自動車利用を除く）民生部門

業務 第三次産業の業務

（自動車利用を除く）

産業部門 農林業、建設業、製造業

（ただし自動車利用を除く）

水産業、鉱業は生産量少な

いため除外

運輸部門 自動車

(2) 民生家庭部門のエネルギー消費量

電力、LPガス、灯油を対象とし、世帯当り消費量の原単位に原村の世帯数を乗じてそれぞれ

のエネルギー消費量を算出する。

民生家庭部門 エネルギー別消費量

年間消費量 消費量計算
エネルギー

消費量（106 MJ）

電 力 11.044×106 kWh 4,648 kWh/世帯/年（注 1）×2,376世帯 39.8 

灯油 2,708 ㌔㍑ 1,139.9 ㍑/世帯/年（注 2）×2,376世帯 99.4(注 3)

LPガス 437,739 kg 
7.4 m3 /世帯（注 2）/月×2,376世帯×12

＝210,989 m3/年×2.0747 kg/m3
22.0(注 3)

合 計 161.1 

注１：世帯当りCO2排出量 1,757kg-CO2（「2003年度（平成 15年度）の温室効果ガス排出量の試算につ

いて」長野県）から算出した原単位。

   4,648kWh＝1,757kg-CO2÷0.378kg-CO2/kWh 

注２：日本エネルギー経済研究所石油情報センター公表値

注３：標準発熱量、灯油＝36.7MJ/㍑、LPG＝50.2MJ/kgを用いて換算。



原村地域新エネルギービジョン

37

民生家庭部門のエネルギー消費量

(106MJ)
電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

原村 39.8 － 99.4 22.0 － － 161.1

全国 957,098 － 469,467 263,966 － － 1,690,531

(3) 民生業務部門のエネルギー消費量

電力については、原村の電力販売量 35.8×106kWh（中部電力データ）から民生家庭部門およ

び産業用の消費量を引いた値とする。灯油、LPガス、重油は、原村と全国の従業者数の比率で

案分する。（民生業務部門には、ペンション、別荘、街灯などを含むものとする）

民生業務部門エネルギー消費量

＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の従業者数 ÷ 全国の従業者数

民生業務部門のエネルギー消費量

(106MJ)
電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

原村 54.7 － 17.4 7.1 － 28.8 108.0

全国 979,869 － 406,338 166,273 － 671,839 2,224,319

従業者数 （平成 13年）

（人）

従業者数
原　村 2,578
全　国 60,158,044

              資料：事業所統計調査、総務省

(4) 産業部門

ⅰ）農林業のエネルギー消費量

農林業の最終エネルギー消費を原村と全国の農業産出額の比率で案分して算出する。

農林業のエネルギー消費量

＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の農業産出額 ÷ 全国の農業産出額

ⅱ）建設業のエネルギー消費量

建設業の最終エネルギー消費を原村と全国の建築着工面積の比率で案分して算出する。

建設業のエネルギー消費量
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＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の建築着工面積 ÷ 全国の建築着工面積

ⅲ）製造業のエネルギー消費量

製造業の最終エネルギー消費を工業製造品出荷額等の原村と全国の工業製造品出荷額等比率

で案分して算出する。

製造業のエネルギー消費量

＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の工業製造品出荷額等÷ 全国の工業製造品出荷額等

産業部門のエネルギー消費量

(106MJ)

電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

農林業 2.8 － 52.4 － 38.9 46.2 140.3

建設業 0.2 － 2.4 － 7.0 1.8 11.4

製造業 31.5 0.1 1.9 6.4 0.2 10.3 50.4

34.6 0.1 56.7 6.4 46.1 58.3 202.1

農林業 5,831 － 108,905 － 80,813 96,000 291,549

建設業 3,482 － 34,821 － 100,830 26,270 165,403

製造業 1,382,903 3,040 82,654 281,673 9,675 453,531 2,213,476

1,392,216 3,040 226,380 281,673 191,318 575,801 2,670,428

原 村

合 計

合 計

全 国

原村と全国の比率

（千万円） （m2） (百万円）

農業産出額 建築着工面積 工業製造品出荷額等

原　村 433 12,169 6,474

全　国 899,880 176,532,917 284,170,621

比 率 0.048% 0.0069% 0.0023%

注：工業製造品出荷額等は従業員 4名以上の値

資料：生産農業所得統計、農林水産、平成 15年

      建築統計年報、国土交通省、平成 16年

      工業統計調査、経済産業省、平成 16年
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(5) 運輸部門のエネルギー消費量

）ガソリンのエネルギー消費量

ガソリンの最終エネルギー消費を原村と全国の乗用車と軽自動車の合計台数の比率で案分し

て算出する。

ガソリンのエネルギー消費量

＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の乗用車・軽自動車合計台数 ÷ 全国の乗用車・軽自動車

合計台数

）軽油のエネルギー消費量

軽油の最終エネルギー消費を原村と全国の貨物車と乗合車の合計台数の比率で案分して算出

する。

軽油のエネルギー消費量

＝ エネルギー消費量全国値 × 原村の貨物車・乗合車の合計台数 ÷ 全国の貨物車・乗合車の

合計台数

運輸部門のエネルギー消費量

(106MJ)
電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

原 村 － 195.4 － － 139.6 － 335.0

全 国 － 2,070,152 － 74,112 1,268,603 － 3,412,867

自動車台数の比率

乗用車 貨物車 乗合車 軽自動車 乗用車＋軽自動車 貨物車＋乗合車

原　村 2,856 804 19 3,410 6,266 823

全　国 42,860,705 7,247,532 232,036 23,510,254 66,370,959 7,479,568

比　率 0.0067% 0.0111% 0.0082% 0.0145% 0.0094% 0.0110%

注：原村平成 16年、長野県・全国平成 17年

資料：財団法人自動車検査登録協力会、軽自動車検査協会
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エネルギー消費量（平成 14年度）

　（106MJ）

電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

民生家庭 39.8 － 99.4 22.0 － － 161.1

民生業務 54.7 － 17.4 7.1 － 28.8 108.0

産　業 34.6 0.1 56.7 6.4 46.1 58.3 202.1

運　輸 - 195.4 － － 139.6 － 335.0

計 129.0 195.5 173.5 35.5 185.6 87.1 806.3

民生家庭 957,098 － 469,467 263,966 － － 1,690,531

民生業務 979,869 － 406,338 166,273 － 671,839 2,224,319

産　業 1,395,854 3,040 235,057 281,673 230,690 701,230 2,847,544

運　輸 - 2,070,152 － 74,112 1,268,603 － 3,412,867

計 3,332,821 2,073,192 1,110,862 786,024 1,499,293 1,373,069 10,175,261

原　村

全　国

注：電力は平成 16年度の値。

(6) エネルギー消費量の将来値

原村のエネルギー消費については、エネルギー消費実績値にエネルギー消費伸び率を乗じて

推計する。エネルギー消費伸び率には、長野県のエネルギー消費動向から算出した伸び率を用

いる。

原村エネルギー消費量将来値＝エネルギー消費量実績値×エネルギー消費量伸び率

原村のエネルギー消費量将来値

　（106MJ）
電力 ガソリン 灯油 LPガス 軽油 重油 合計

平成14年 129.0 195.5 173.5 35.5 185.6 87.1 806.3

伸び率 1.003 0.997 1.003 1.006 0.961 1.005 －

平成22年 131.5 190.4 178.1 37.2 135.2 90.9 763.3

平成27年 133.7 187.3 181.1 38.3 110.9 93.3 744.5

平成22年 333.7 190.4 178.1 37.2 135.2 90.9 965.5

平成27年 339.1 187.3 181.1 38.3 110.9 93.3 950.0
一次ｴﾈﾙ ｷﾞー 換算

原　村

注：電力は平成 16年度値。電力の一次エネルギー換算値は 0.3942（「電気事業便覧」電気事業連合

会、平成 15年度送電端値、9電力平均）

ＬＰガスは都市ガスへの転換がないものとし、人口の年平均伸び率（平成 10～16年）を消費量

伸び率とした。
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長野県のエネルギー消費量の動向

平成2年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 年平均伸び率　

電力       (百万kWh) 10,750 15,583 15,173 15,474 15,444 15,786 1.003

都市ガス  (1000m3) 103,680 152,689 165,433 168,302 170,855 192,071 1.059

 LPガス             （ｔ） 147,503 172,927 162,310 165,065 156,074 162,667 0.985

ガソリン　　（㌔㍑） 937,286 1,212,067 1,223,443 1,223,081 1,189,112 1,196,180 0.997

軽油　　　　（㌔㍑） 672,389 809,575 768,365 728,502 690,754 690,884 0.961

灯油　　　　（㌔㍑） 742,899 845,086 884,996 932,031 844,594 856,250 1.003

重油　　　　（㌔㍑） 498,676 570,095 554,267 561,054 567,988 582,244 1.005

熱量計　　（百万MJ） 155,416 197,323 195,493 197,276 191,253 195,057 0.997

 CO2計(千t) 12,381 15,331 15,129 15,722 15,307 15,599 1.004

注：年平均伸び率は平成 12～16年の値から算出

資料：「2004年度のエネルギー販売量について（速報）」長野県

   http://www.pref.nagano.jp/seikan/chikyu/ondan/04sokuhou.pdf

【参考資料：公共施設使用エネルギー】

ガソリン 灯 油 軽　油 重　油 LPｶ ｽ゙ 電　力

ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ ﾘｯﾄﾙ kg kWh
中央公民館 819 991 0 10,400 143 77,000

原消防署 2,200 7,400 330 0 114 20,500

原小学校 165 18,665 0 12,000 1,452 175,661

原中学校 20 15,158 0 16,000 887 141,477

原村社会体育館 250 2,200 0 0 12 35,000

原村地域福祉センター 0 14,350 0 0 418 371,720

原村図書館 0 0 0 0 450 132,069

原村保育所 0 13,640 0 0 902 41,270

原村保健センター 0 201 0 0 12,000 11,891

原村役場 8,300 500 1,900 12,000 10 180,000

原郵便局 7,377 2,056 0 0 56 20,000

八ヶ岳自然文化園 2,655 347 0 3,300 1,350 63,965

八ヶ岳美術館 700 18,000 0 0 0 96,

合　計 22,486 93,508 2,230 53,700 17,794 1,366,553

公共施設

000


